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１ 事業の趣旨・目的（１）
本校は，福祉分野に特化した教育機関として⻑年にわたり地域に貢献してまい
りましたが，入学者の減少や社会の変化に対応するため，沖縄県内のIT人材の
不⾜に係る以下の課題にチャレンジします。

・教育機関の不⾜︓沖縄県には，IT関連の専門学校や大学が少なく，IT人材の
供給が不⼗分です。また，教育機関と企業との連携も⼗分ではなく，IT関
連のカリキュラムやインターンシップ，就職支援などが充実していません。

・企業の不⾜︓沖縄県には，IT関連の大手企業やベンチャー企業も少なく，IT
人材の需要も低い傾向があります。そのため，沖縄県のIT人材は，他の地
域や国に流出する傾向があります。

・⽀援施策の不⼗分︓沖縄県はIT企業の育成に積極的に取り組んでいますが，
IT産業の現状やニーズに合わせた施設やサービスが提供されず，効果が⼗
分に発揮されていないと考えられます。

１ 事業の趣旨・目的（２）
こうした背景のもと，既存の学校のIT関連のカリキュラムとは⼀線を画す，企
業主導型のIT人材教育モデルの構築を提案します。

本事業では，学校法人が単独で学科を設置するのではなく，企業が教育事業に
参画し，学科の設置・運営に主導的な役割を果たします。

具体には，沖縄県内のIT企業の保有する教育プログラムや技術者のノウハウを
活用して，実践的で最先端のIT教育を提供します。これにより，企業のニーズ
にマッチしたカリキュラムを開発し，沖縄県内で不⾜している⾼度な技術を有
するIT人材の確保につなげます。

また，企業技術者を講師に迎え専門的かつ実践的な授業・インターンシップの
実施や就職支援など，企業との連携を強化するとともに，県内就職での奨学⾦
返済免除制度を柱とする企業出資型の修学資⾦貸付事業を創設し，沖縄県内へ
の就職・定着の促進を目指します。



２ 事業に取り組む背景（１）
ソーシャルワーク専門学校現状及び沖縄県のIT人材教育の現状と課題
本校は平成５年4⽉の開校以降，保育士や介護福祉士を中心に多くの人材を輩出してまいりましたが，18歳人口の減少に伴う入学者数の
減少によって，令和6年3⽉に介護・社会福祉学科を閉科し，こども未来学科については令和３年度以降募集停⽌の状態が続いています。
⼀⽅で，経済産業省が公表した既存統計調査データをもとに推計した「IT人材需給に関する調査（2018年度）」では，2030年までのIT
人材不⾜数が推計されています。それによると，IT人材需要との需給ギャップから2030年時点で最⾼約79万人規模でIT人材不⾜が⽣じ
る懸念があることが試算されています。こうした状況は沖縄県でも例外ではありません。2022年10⽉〜11⽉に実施された沖縄県総務部
「沖縄県におけるIT人材需給状況調査（2022年度）」によると沖縄県内のIT関連企業における人材不⾜率は37.2％と，全国平均26.8％
を大きく上回っています。
現在，沖縄県内の大学４校と専門学校6校の合わせて10の教育機関が，プログラミング，Webデザイン，ネットワーク，情報セキュリ
ティなどのIT分野の教育を提供していますが，今後成⻑が⾒込まれるIT分野に投入でき，かつ今後の企業ニーズに⼗分に応えられるほど
の人材は育成できていないのが現状です。
沖縄県におけるIT教育の課題としては，以下の点が挙げられます。

IT分野は技術の進展が早く，人材に求められるスキル等も急速に変化します。
企業では，今後，AIやビッグデータ，IoT等，第４次産業革命に対応した新しい
ビジネスの担い手として，付加価値の創出や革新的な効率化等により⽣産性向上
等に寄与できるIT人材の確保が重要となっていきます。こうした状況は，経済産
業省が公表した資料（右表）からも読み取ることができ，「先端IT人材」と呼ば
れる⾼度なIT技術を有する人材の需要は，今後，急速に増加すると⾒込まれます。
そこで，本事業により，本校の福祉系学科を転換して理系学科として新設をし，
今後の成⻑分野に投入できる人材を育成する場として，以下に示すような，より
実践的，かつ，より専門的な教育環境の確⽴に取り組みます。

②企業技術者を講師に迎え，専門的かつ実践的な⾼度IT教育の実現
（システムエンジニア，クラウドエンジニア，データサイエンティストなど）

①県内企業の教育事業への参入と企業主導型での出⼝確保戦略の策定

教育カリキュラムの充実度︓企業のニーズに合致した教育カリキュラムを開発する必要があります。
教員の確保︓IT分野に精通した教員を確保する必要があります。
産学官連携の強化︓教育機関，企業，⾏政が連携して，IT教育に取り組む必要があります。

２ 事業に取り組む背景（２）

このように様々な技術が必要となるIT人材ですが，経済産業省「IT人材需給に関する調査」によると，今後需要が⾼まっていくのは，AIエンジニ
ア・データサイエンティスト・クラウドエンジニアなど⾼度な技術を⾝に付けたIT人材です。そこで沖縄県の現状を打破し，⾼度IT人材の育成と人
材流出の回避を両⽴させるため，本事業により基礎学⼒を重視し，現在，県内企業が求める人材の育成に注⼒するとともに，今後を⾒据え⾼度なIT
技術を有した人材の育成を実施できる環境を整えます。同時に，県内企業への雇⽤拡大の協⼒依頼や新規事業提案等による出口確保を働きかけた上
で，⼀定期間県内企業に就職することで奨学⾦の返済を免除する企業出資型の修学資⾦貸付事業を創設し，卒業⽣の県外流出の課題に取り組みます。

IT人材の沖縄県外への流出の課題
沖縄県における課題の⼀つに，県内の大学，⾼専及び専門学校等で育成された優秀な人材が，より良い条件を求めて県外企業への就職や
転職を目指して流出することがあります。
なお，主な原因としては、以下の点が挙げられます。

出所） 沖縄振興審議会 会⻑・専門委員会合（第４回）資料

・求人情報の不⾜: 沖縄県内には、IT関連企業の数や規模が
限られているため、求人情報も限られています。

・給与水準の低さ: 沖縄県全体の平均給与水準が全国平均よ
りも低いため、より⾼い給与を求めて県外へ流出してし
まいます。

・キャリアパスの不明確さ: 沖縄県内には、IT人材がキャリ
アアップを目指せる企業が少ないという課題があります。

⼀⽅で，ITエンジニア・デザイナーのUIターン，県内
転職支援サービス，ITキャリア沖縄によると，令和6年
6⽉19日付で146社の求人が掲載されており，求められ
ている業務内容やスキルとしは主に以下のとおりです。
●クラウド（AWS）に関するコンサルティング、設計、構築、運用
●ビッグデータ分析基盤に関するコンサルティング、設計、構築、運用
●ITインフラに関するコンサルティング、設計、構築、運用、サポート、管理

【求められるスキル】
言語︓Python,Java,C#,Ruby,PHP,C,C++,.NET
クラウド・プラットフォーム︓AWS,GCP,Salesforce,Azure
ネットワーク︓ルータ,UTM,ファイアウォール,IPS/IDS,WAF,ウィルス対策ソフト
Ｗｅｂ︓PHP,Python,HTML&CSS,JavaScript(ES5,ES6,TypeScript等)
セキュリティ︓UTM,ファイアウォール,IPS/IDS,WAF

当該サイトに掲載されている企業は，沖縄県の企業が中
心のため県外企業に比べ給与が低いことは否めませんが，
沖縄県が注⼒する，IT企業誘致を通じて近年⽴地した
県外企業の中には，地域間格差のない賃⾦制度を定める
企業もあります。
今後，卒業⽣やIUターン希望者の受け皿となる県内企
業が増えることで，そうした企業への就職希望者も増え
ることが考えられますが，同時に，企業に求められる業
務内容やスキルレベルも⾼まっていくと予想されます。



３ 実施体制

協⼒企業・団体

評
価

調査検証
評価

ソーシャルワーク専門学校
企画推進委員会

カリキュラムの検証
・⼀般財団法人沖縄ITイノベーション戦略センター
・⼀般財団法人ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ人材ｷｬﾘｱ⽀援協会
・⼀般社団法人沖縄オープンラボラトリ
・⼀般社団法人沖縄県情報産業協会

調査・カリキュラム全体のアドバイザリー
・株式会社NTTデータMHIシステムズ

カリキュラム検討・開発・講師派遣・講師教育
・AKKODiSコンサルティング株式会社
・株式会社ヴィッツ沖縄
・さくらインターネット株式会社
・ちゅらデータ株式会社
・株式会社ツクリエ
・株式会社ビーンズラボ
・株式会社Frogs
・株式会社みらいスタジオ

事業統括

当該事業申請時（令和6年5⽉時点） （令和7年2⽉時点協⼒可能企業・団体）

CGCGスタジオ株式会社
OTNet株式会社
株式会社ウィットワン沖縄
株式会社学研エデュケーショナル
株式会社Left Foot Games

株式会社ＯＣＣ
株式会社TAGラボ
株式会社あしびっとワークス
株式会社ニッポンダイナミックシステムズ
株式会社ファニット株式会社
株式会社ホウオン
株式会社国建システム
株式会社国際システム
大同火災海上保険株式会社
知財コンサルT

うるま市
豊⾒城市
沖縄県東京事務所
官⺠連携事業研究所

４ 取組み内容（１）
（１）ヒヤリング調査及び企業等アンケート

①ヒヤリング調査の実施
県内企業の皆様にご協⼒を賜り、IT人材の理想像に関する情報を収集い
たしました。また、本取り組みにご賛同いただける企業を増やすため、
カリキュラムの調整や講師の派遣、奨学⾦の創設などにご協⼒をお願い
してまいりました。
なお、ヒヤリング結果につきましては、1⽉15日（水）に開催されまし
た意⾒交換会にて、調査を依頼しました株式会社NTTデータMHIシステ
ムズ様よりご報告いただきました。

②企業等アンケートの実施
上記意⾒交換会では、厳しいご意⾒もいただくなど⼀定の成果はありま
したが，さらに突っ込んだご意⾒をいただくため，追加のアンケートを
実施することといたしました。アンケートの対象は，これまでイベント
等で名刺交換させていただいた企業様に加え，沖縄県情報産業協会様を
通じて会員企業に依頼していただきました。



４ 取組み内容（２）
（２）カリキュラム（概要）の作成

① 育成すべきIT人材の定義の確認
アンケートやヒアリング調査の結果を踏まえ、現場とのコミュニケー
ションを通じて得られた意⾒をカリキュラムに反映させる試みを⾏いま
した。また、⻑期的な活躍やキャリアを視野に入れ、今後必要となる技
術の素養についても調査結果に基づきカリキュラムに盛り込むことを検
討いたしました。さらに、目指すべき人材に必要な要素について、企画
提案書にて定めた時点からの変更点がないかを確認し、カリキュラム
（概要）の作成を⾏いました。

②学科・コース構成とカリキュラム
上記の意⾒交換会およびアンケートでいただいたご意⾒を踏まえ、カリ
キュラム（概要）のたたき台を作成いたしました。編成の⽅針は後述の
通りです。
本カリキュラム（概要）については、意⾒交換会やアンケートにご協⼒
いただいた企業・団体様を中心に幅広くご意⾒を求め、修正を加えた後、
科目や担当者などの具体的な調整を企業様と共に進める予定です。

４ 取組み内容（３）
（３）理系新学科設置に係る広報活動

① 各種イベントへの参加
検討を進めております理系新学科の広報活動の⼀環として、
「ResorTech沖縄」や「官⺠MEET沖縄」、「ITフェスタ2025」など、
沖縄県や企業、団体が主催する各種イベントに参加いたしました。これ
らのイベントを通じて、企業や団体、⾼校⽣の皆様に理系分野への興味
関心を持っていただく取り組みと、新しい学科が開設されることの周知
を⾏いました。

② 県内⾼校等への出前授業の実施
検討を進めております理系新学科の開校準備の⼀環として、沖縄県⽴陽
明⾼等学校において出前授業を実施いたしました。この授業を通じて、
⾼校⽣の皆様に理系学科への興味関心を持っていただくことを目的とし
ております。また、同イベントにおきましても、⾼校⽣や教員の皆様に
広く周知活動を⾏い、次年度以降の募集活動につながるよう努めました。



５ 委員会・委員（１）学校評価委員会

学校評価委員会（仮称）会議名①

実践的な職業教育の質を確保するため，教育
活動の実施内容や意⾒交換等を通じて，新設
する学科の基本構想を策定し，効果的な広報
を実施するとともに，アンケートに基づく意
⾒の集計結果からカリキュラム等の評価する
ことを目的とする。

目的・役割

・事業計画及びスケジュールの進捗管理
・アンケート等調査の実施
・新設学科設置準備
・広報戦略の策定及び実施
・カリキュラム・授業シラバスの評価・助言

検討の
具体的内容

６回開催頻度６人委員数

都道府県名役割等所属・職名氏名

沖縄県委員⻑
学内委員

ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ専 門 学 校 ・
シニアスペシャリスト江川 毅１

沖縄県副委員⻑
学内委員

ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ専 門 学 校 ・
特任教員正木 忠勝２

広島県外部委員
株式会社NTTデータMHI
システムズ・
シニアスペシャリスト

堀⼝ 典義３

東京都外部委員EQIQ株式会社・取締役伊藤 弘泰４

沖縄県外部委員株 式 会 社 オ ー シ ー
シー・執⾏役員松村 隆５

沖縄県外部委員沖縄⼥子短期大学・事
務富村 寿也６

５ 委員会・委員（２）カリキュラム編成委員会

カリキュラム編成委員会（仮称）会議名
①

実践的かつ専門的な職業教育を実施するために、企
業等との連携を通じて必要な情報の把握・分析を⾏
ない、カリキュラムの編成（授業科目の開設や授業
内容・⽅法の改善・工夫等を含む）に活かすことを
目的とする。

目的・
役割

・事業計画及びスケジュールの進捗管理
・カリキュラム・授業シラバスの検討・作成
・学校評価委員会（仮称）の意⾒に基づく改善検討
・授業担当教員及びコマシラバスの検討・調整
・授業⽅法・授業環境等整備

検討の
具体的
内容

６回開催頻
度９人委員数

都道府県名役割等所属・職名氏名

沖縄県委員⻑
学内委員

ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ専 門 学
校・ 特任教員正木 忠勝１

沖縄県委員⻑補佐
学内委員

ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ専 門 学
校・ シニアス
ペシャリスト

江川 毅２

東京都外部委員
株式会社みらいス
タジオ・代表取締
役社⻑

兼城駿⼀郎３

沖縄県外部委員
株式会社ツクリ
エ・
事業運営グループ

浜比嘉明彦４

沖縄県外部委員
⼀般社団法人沖縄
県情報産業協会・
事務局次⻑

渡真利 哲５

沖縄県外部委員

⼀般財団法人沖縄
ITｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦 略ｾﾝ
ﾀｰ・ シ ニ ア プ ロ
ジェクトマネー
ジャー

兼村 光６

東京都外部委員
⼀般財団法人日本
ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ人 材
ｷｬﾘｱ支援協会・企
画委員会委員⻑

玉川 博之７

沖縄県外部委員沖縄⼥子短期大
学・教員新垣 さき８

沖縄県外部委員沖縄⼥子短期大
学・事務富村 寿也９



６ 会議等開催実績（１）
（１）学校評価委員会

令和6年度は事業期間の関係上、カリキュラムの評価には⾄りませんでし
た。そこで、令和7年1⽉15日（水）に委員の⽅々や協⼒企業の皆様にご
参加いただき、意⾒交換会を開催いたしました。これをもとに、カリ
キュラムの策定に向けた準備を開始いたしました。

（２）カリキュラム編成委員会
令和6年度におきましては、上記の意⾒交換会およびその後に実施いたし
ましたアンケートの分析結果を踏まえたたき台作成を目的とし、2⽉6日
（木）に仮の委員会を開催し、調査結果の報告と意⾒のすり合わせを⾏
いました。これらの結果を受け、カリキュラムの概要を作成し、正式な
委員会にて検討を⾏うとともに、協⼒企業に対し概要版のカリキュラム
案を提示し、5⽉の連休前を目途にご意⾒をいただく予定でございます。
なお、事業期間外ではございますが、カリキュラム（概要）の検討を目
的として、委員会の招集を⾏う予定です。

詳細については第3章「１ 各種打合せ記録」を参照

６ 会議等開催実績（２）
（３）その他会議・打ち合わせ

委員会の形式は採用しておりませんが、事業推進に必要と思われる場合
には、プロジェクトマネージャーおよび特任教員を中心に対面での会議
を開催し、意思決定を⾏っております。





第２章 令和６年度 取組み内容詳細／調査・研究内容

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート
（１）ヒヤリング調査の実施

① 株式会社NTTデータMHIシステムズ社が訪問したNTTDグループ
② 本校が訪問した企業様・団体様
③ ヒヤリング調査結果報告
④ 意⾒交換内容テーマ１
⑤ 意⾒交換内容テーマ２

（２）企業等アンケートの実施
（３）まとめ

２ カリキュラム（概要）の作成
（１）育成すべきIT人材の定義の確認
（２）学科・コース構成とカリキュラム

①カリキュラム編成の⽅針
②３つのコースで育成する人物像
③コース別カリキュラム構成

④カリキュラム案・1年前期
⑤カリキュラム案・1年後期
⑥カリキュラム案・２年前期（1）
⑦カリキュラム案・２年前期（2）
⑧カリキュラム案・２年後期（1）
⑨カリキュラム案・２年後期（2）
⑩カリキュラム表（案）
⑪時間割イメージ・1年前期

３ 理系新学科設置に係る広報活動
（１）各種イベントへの参加

① ResorTech EXPO in Okinawa（リゾテックエキスポ）
② 官⺠MEET沖縄
③ハイブリッドスタイルITフェスタ2025

④まとめ
（２）県内⾼校等への出前授業の実施

①講義
②グループワーク１
③グループワーク２
④出前授業のアンケート結果
⑤まとめ



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（１）
（１）ヒヤリング調査の実施

当該調査は、「地元企業がつくる新設学科」というコンセプトを実現するた
めに、地元企業が必要とする人材や技術を調査し、それをカリキュラムに反映
させることを目的として実施いたしました。調査の⽅法としては、対面でのヒ
アリングの他、アンケートやメールでのご意⾒収集を併用いたしました。

調査結果につきましては、企業様や自治体様にもご参加いただき、2025年1
⽉に開催の意⾒交換会にて発表していただきました。なお、企業訪問について
は、調査をお願いしております株式会社NTTデータMHIシステムズ社と本校の
スタッフが分担し、以下の企業様にお話を伺いました。

① 株式会社NTTデータMHIシステムズ社が訪問したNTTDグループ
・ 日本電子計算
・ NTTデータスマートソーシング
・ NTTデータカスタマサービス
・ NTTデータユニバーシティ

採⽤やニーズ事業内容沖縄での
従業員数

沖縄での事業会社名

新規採用より中途で採用。（主婦層
で募集）人手で⾏っている業務を自
動化したい思いはあるもののできる
人がいない。また、課題改善をでき
る人材がほしい。シニア層のスキル
チェンジに対応できる機関がない。

保険業務の代⾏入⼒約250BPOセンター日本電子計算

契約社員の採用が主。
地域職務限定正社員の採用もあり。
プログラミング習得は早めに終わら
せて要件定義、問題解決するプロ
ジェクトリスラーのスキルを習得し
ていれば入社してからの後伸びの可
能性はある。リカレントのニーズは
沖縄では現時点でない。

事務処理やコールセン
ター業務

150-200BPOセンターNTTデータスマート
ソーシング

専門学校からの新卒採用は近年なし。インフラ業務などサービスセンターNTTデータカスタマ
サービス

NTTデータグループの教育を担っているNTTデータユニバーシティについては講師派遣、LMSなどについてヒアリングを
実施しました。
講師不⾜解決のため、Microsoft社の「AzureOpenAI Service」を活用して、受講者の質問を受け付け回答する自律的な学習
支援ソリューション「UnivTutor 」を導入しており、そのノウハウについて協⼒は依頼できる⾒込みです。

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（２）



② 本校が訪問した企業様・団体様
11⽉19日（火）株式会社ファニット株式会社
・必要な人材はプログラマー系で現在は中途で採用している
・将来的に新卒をとって育てたいと考えている
・社内で教育プログラムがあるのでそちらを受けていただくが学校に提供で

きるかは検討したい。カリキュラムの作成には協⼒できる

11⽉27日（水）株式会社国際システム国際システム
・プログラマーを計画的に採用している
・2次受け3次受けの仕事が多い
・研修は内部で実施期間は半年くらい，ある程度できるようになると退職し

てしまうため定着が課題
・ 会社として人材育成の際どの技術どのレベルを目指すか迷っている
⇒道筋を⽴てていっしょに整理をする⽅法もあるのでは︖ 会社としてどのよ

うな協⼒体制が組めるか検討したい

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（３）

12⽉3日（火）豊⾒城市総務企画部商工観光課
・誘致等などについて協議を継続することとなった

12⽉9日（⽉）大同火災海上保険株式会社
・社内向けシステム開発の人材が不⾜，社内SEとしての位置づけでベンダー

との調整役
・今後はAI分野にもチャレンジしたい
・理系は全体的に人材不⾜，⾼専は来てくれない
・保険を希望する学⽣は少なく⾦融系でざっくり志望者がいる程度
・銀⾏を含め，セキュリティ系，サイバー系がほしい人材（サイバー保険）
・ＩＴ企業への就職を希望する学⽣とぶつかる
・基本的に転職前提，ＩＴスキルを⾒つけるために入社する学⽣も多い
・寄付講座を琉大，沖国大でおこなっている
・⾦融系では講師派遣，教材提供も可能

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（４）



12⽉10日（火）沖縄県情報産業協会
・本事業の趣旨を説明の上，協会との連携及び会員への情報提供などを依頼

した

12⽉18日（水）OTNet株式会社
・本校からの説明を受け，1⽉15日のMTGにweb参加のうえ社内で協⼒でき

ることを検討していただくこととなった

12⽉19日（木）うるま市経済産業部産業政策課
・誘致等などについて意⾒交換を⾏った

12⽉24日（火）豊⾒城市市⻑
・本プロジェクトの趣旨を説明させていただき，誘致等などについて今後も

継続して協議することを確認した

12⽉26日（木）CGCGスタジオ株式会社
・ゲームクリエーターに関する情報共有及び今後の連携の可能性について協

議を⾏った

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（５）

1⽉７日（火）エーテック株式会社（メール）
以下のような知⾒を持っているとスムーズに従事することが可能と考えてお

ります
・通信技術について

インターネットの通信技術、サーバやパソコン等の機器の組み⽴てや構
成、それらを接続したネットワークの構築

・電子回路技術について
電気・電子の基礎知識や回路の仕組み（アナログ・デジタル）
回路基板の製作、ハンダ付けなどを利用した電子機器回路の理解

・簡単なプログラミングについて
言語は問わずプログラム制作の過程や理解

・各種計測機器の使用について
電圧計やパルスオキシメーター等の計測機器を利用して、実測値を取る

ことに慣れていると良い

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（６）



③ ヒヤリング調査結果報告
上記に加え、カリキュラム検討のため、沖縄県内外の専門学校等における
IT系学科の開設状況やカリキュラム内容、シラバス、取得可能な資格など
を調査いたしました。そして、2025年1⽉15日（水）に開催された企業様、
団体様との意⾒交換会にて、ヒアリング結果と併せてご報告いたしました。
意⾒交換会では、参加いただいた企業・団体様から調査結果に対するご意⾒
をいただきましたが、新学科の人材育成に対する期待はあるものの、具体的
な協⼒⽅法や新学科の内容が不明なため、具体的な課題や解決⽅法について
の議論には⾄りませんでした。
他⽅、県内のIT企業が他の業態に対してどのような技術や製品を提供して
いるのか、その背景を説明し、「だから、この技術を学ぶ必要がある」とい
うことを理解するための科目があった⽅が良いのではないかとのご意⾒があ
り、カリキュラムに盛り込むべく検討を⾏うことといたしました。
また、参加されていない企業等のご意⾒を伺うため、後述のようなアンケー
トを実施することとし、回答の収集に関して、沖縄県情報産業協会様にご協
⼒をお願いしました。

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（７）

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（８）
1⽉15日開催意⾒交換会報告資料



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（９）

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（10）



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（11）

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（12）



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（13）

④ 意⾒交換内容テーマ１
沖縄県内の企業が求めるIT人材と、沖縄県内の学校で育成されるIT人材との

間にミスマッチが⽣じている可能性について、参加企業様から以下のようなご
意⾒を頂戴いたしました。

・感覚として、必要な技術を取得した人材がいないのではないか。
・沖縄県内の中小企業は東名阪の大手企業へニアショアとして低コストをア

ピールしている傾向があるが、その結果、中流〜下流工程が多くなり、売
上や利益で不利になってしまう。沖縄県内企業のアピールの仕⽅に問題が
あるのではないか。

・どういった人材を育成していくかを決めたほうがいい。
・沖縄県から出ていくにしても数年したら戻ってくるのか。どれだけ戻って

くるのか。
・肌感覚でいいので、まずは情報共有して沖縄県や市が統計データを提供し

ていくべきなのではないか。

⇒（事務局）今求められる人材育成か、数年後を⾒据えた人材育成とすべき
かは現在協議中。⼀度カリキュラムで認可が下りると簡単に変えられない
ため、慎重に意⾒交換しながら進めていきたいと思う。

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（14）



⑤ 意⾒交換内容テーマ２
課題解決を目指すにあたり、学校・企業・自治体への期待すること（要望）

があれば教えてください、というテーマに対して、参加企業の皆様から以下の
ようなご意⾒をいただきました。

・沖縄は若年層が他県より多く、ITの専門学校が多いため企業としては関
心を持っている。

・IT技術は企業の業種によって対応しないといけないため、最初に（1年目
の教養として）どういった技術が必要かを説明するようなカリキュラムが
必要なのでは︖

・企業との連携が必要だが、そういったカリキュラムは作っていきたい。全
国でみてもカリキュラム単位での企業連携が強固な専門学校が少ないので
は︖

・学⽣は学んでいる知識が何のために使われていくのかを分かっていないた
め、1年⽣の半年の期間を使い、沖縄県内の企業にどういった社会背景が
あり、どんなIT事業を展開しているのかを説明していくようなことがいい
のではないか。

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（15）

（２）企業等アンケートの実施
意⾒交換会開催後、沖縄県情報産業協会様の協⼒を得て以下のアンケートを

実施し、以下のとおり企業・団体様にご回答いただきました。

。

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（16）



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（17）

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（18）



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（19）

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（20）



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（21）

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（22）



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（23）

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（24）



１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（25）

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（26）



（３）まとめ
調査結果に基づく意⾒交換会でのご意⾒やアンケートの結果から、現在検討

中の学科（学校）の内容が具体的に提示されない限り、要望は出せても具体的
なご意⾒をいただくのは難しいという印象を受けました。そのため、ある程度
のたたき台を用意する必要があったと感じております。
その結果、調査段階で必要なことは話をしたとする企業様との間にギャップが
⽣じてしまい、協⼒内容に関しても、特に資⾦面での協⼒は厳しい結果となっ
てしまいました。
加えて、他校との差別化についても分かりにくいとのご意⾒があり、説明不⾜
であったと反省しております。この点については、例えば、非常勤講師を依頼
する際、⼀般的には個人と契約し授業を担当していただくのですが、新設学科
では学校と協⼒企業で連携協定等を締結し、企業に講師を選定・派遣していた
だき、企業が⾒えるようにするといったことを検討しております。今後、こう
した構想についても議論するとともに、これまでのご意⾒を踏まえ検討したカ
リキュラム（概要）を再度、協⼒企業・団体様にフィードバックし、具体的な
協⼒体制について本格的に議論を進めてまいります。
具体的には、6⽉までにカリキュラムを作成し、講師や科目内容について検討
できる体制を整えたいと考えております。

１ ヒヤリング調査及び企業等アンケート（27）



（１）育成すべきIT人材の定義の確認
調査結果に基づく意⾒交換会で寄せられたご意⾒やアンケート結果を踏まえ、

県内企業が求める人材・技術と、県外で多く⾒られ、今後必要とされるであろ
う人材・技術の差が明確となりました。例えば、現在県内企業が求める人材の
育成に焦点を当てたカリキュラムを作成した場合、入学した学⽣が卒業する5
年後にはその人材が必要とされなくなる可能性があります。⼀⽅、AIやデータ
サイエンスなどの先端技術を習得する内容とした場合、5年後でも県内企業で
の受け入れ先がない可能性があります。このように、どこに焦点を合わせてカ
リキュラムを作成すべきかという難しい課題に直面していました。

⼀⽅、沖縄県情報産業協会様も同様の課題を抱えており、今後、会員である
県内IT企業が成⻑するためには、⼆次受け、三次受けを中心とした現状に留ま
るのではなく、より上流工程の業務を請け負い、技術や給与を向上させる取り
組みを進める必要があると考えておられました。そこで、双⽅が努⼒すること
を前提に、本事業で作成するカリキュラムは現状の半歩先の技術を有する人材
の育成を目指すこととし、企業側でもそうした人材を受け入れられるよう努⼒
を⾏うという⽅向で進めることとしました。

また、調査及び意⾒交換会の結果を踏まえ、数学と英語を基礎科目として配
置するとともに沖縄県内の現状を実践的に学ぶ科目を配置することとしました。

２ カリキュラム（概要）の作成（１）

（２）学科・コース構成とカリキュラム
以上を踏まえ検討したカリキュラム（概要）は次のとおりです。

デジタルフロンティア専門学校（仮称）

デジタルテクノロジー学科（仮称）

AIサイエンスコース（仮称）

デジタルエンジニアリングコース（仮称）

デジタルクリエイションコース（仮称）

２ カリキュラム（概要）の作成（２）



①カリキュラム編成の⽅針

• 企業現場のニーズに合わせた専門科目

• 座学よりもPBL形式の演習に重点を置いた授業

• IT企業エンジニアとの協働演習

• インターンシップの必修化による実践⼒の涵養

• 課題解決能⼒を育成するアントレプレナーシップ教育

• 数学、英語等の基礎学⼒科目を配置

２ カリキュラム（概要）の作成（３）

②３つのコースで育成する人物像

• 情報分野の先端技術に興味をもち、自ら課題を発⾒し解決に取り組むこ
とができる

• Webアプリやスマホアプリなどフレームワークを用いた開発ができる

• IT技術に興味をもち、自ら学び続けることができる
• 基礎的なプログラミング能⼒を有し、与えられた課題に対して自ら調べ

ながら解決することができる

• PCの操作に抵抗がなく、新しい技術に対して積極的に取り組むことがで
きる

• オフィスソフトを使いこなし、ノーコード・ローコードツールを用いた
課題解決ができる

AIサイエンスコース（仮称）

デジタルエンジニアリングコース（仮称）

デジタルクリエイションコース（仮称）

２ カリキュラム（概要）の作成（４）



③コース別カリキュラム構成

コース別選択科目

コース別選択科目

コース別選択科目

AIサイエンスコース（仮称）

デジタルエンジニアリング
コース（仮称）

デジタルクリエイション
コース（仮称）

専門共通科目

⼀般科目 専門共通科目

１年次 ２年次

コ
ー
ス
選
択

２ カリキュラム（概要）の作成（５）

④カリキュラム案・1年前期

内 容単位数科目名
情報処理に必要な数学の基礎を学ぶ4情報数学Ⅰ
情報処理に必要な英語の基礎を学ぶ2情報英語Ⅰ
情報処理に必要な基礎的なリテラシーを学ぶ4情報リテラシーⅠ
プログラミングの基礎スキルを習得する4基礎プログラミングⅠ
沖縄県内の情報産業を現状を各企業の人を招
いて実践的に学ぶ2県内企業研究Ⅰ※

Word,Excelの基礎的な使い⽅を取得する4ビジネスソフト
PowerPointを使い、自分の意⾒を発表する⼒
を習得する2プレゼンテーション

社会の仕組みを学び、自分のキャリアについ
て考える2キャリアデザイン

課題の発⾒とその解決⽅法について学ぶ2アントレプレナーシップⅠ

コース共通科目

※2025年1⽉15日に開催された意⾒交換会での議論によって追加された科目

２ カリキュラム（概要）の作成（６）



⑤カリキュラム案・1年後期

内 容単位数科目名
情報処理に必要な数学の基礎を学ぶ2情報数学Ⅱ
情報処理に必要な英語の基礎を学ぶ2情報英語Ⅱ
情報処理に必要なリテラシーを学ぶ4情報リテラシー
プログラミングの基礎スキルを習得する4基礎プログラミングⅡ
沖縄県内の情報産業を現状を各企業の人を招
いて実践的に学ぶ2県内企業研究Ⅱ※

企業での実習を通して、学んでいることの意
味付けを学ぶ8インターンシップⅠ

課題の発⾒とその解決⽅法を提案する⼒を涵
養する2アントレプレナーシップⅡ

コンピュータのハードウェア、ソフトウェア
構成について学ぶ2コンピュータシステム

コース共通科目

※2025年1⽉15日に開催された意⾒交換会での議論によって追加された科目

２ カリキュラム（概要）の作成（７）

⑥カリキュラム案・２年前期（1）

内 容単位数科目名
学んだことを⽣かし課題解決を⾏う8課題研究
学んだことが企業でどう⽣かされているか
を実習を通して学ぶ8インターンシップⅡ

コース共通科目

内 容単位数科目名
Excelのマクロの作成スキルを習得する4ビジネスソフト応用
HTMLを使って簡単なWebページの作成ス
キルを習得する4Webデザイン

学んだことを⽣かした将来のキャリアを考
える2キャリアデザイン

社会を構成する企業について学ぶ2ビジネス研究

デジタルクリエーションコース

２ カリキュラム（概要）の作成（８）



⑦カリキュラム案・２年前期（2）

内 容単位数科目名
Webページを構成するプログラミングスキル
を習得する4Webプログラミング※１

モバイルアプリケーションの作成⽅法を学ぶ4モバイルアプリケーション※１

HTMLを使って簡単なWebページの作成スキ
ルを習得する4Webデザイン※２

デジタルエンジニアリングコース

内 容単位数科目名
Webページを構成するプログラミングスキル
を習得する4Webプログラミング

モバイルアプリケーションの作成⽅法を学ぶ4モバイルアプリケーション
データベースの設計や操作⽅法を学ぶ2データベース
ネットワークの基礎技術について学ぶ2ネットワーク

AI・サイエンスコース
※1︓AI・サイエンスコースと同クラス
※2︓デジタルクリエーションコースと同クラス

２ カリキュラム（概要）の作成（９）

⑧カリキュラム案・２年後期（1）

内 容単位数科目名
これまで学んだことを⽣かして、自ら設定
したテーマに沿って8卒業制作

企業での実習を通して、学んでいることの
意味付けを学ぶ8インターンシップⅢ

コース共通科目

内 容単位数科目名
ノーコード/ローコードツールの使い⽅を習
得する4RPA演習

映像制作技術を学ぶ4映像制作
ビジネスソフトを用いた実践的なスキルを
⾝に着ける4ビジネス演習

デジタルクリエーションコース

２ カリキュラム（概要）の作成（10）



⑨カリキュラム案・２年後期（2）

内 容単位数科目名
クラウドの構築⽅法や操作⽅法を学ぶ4クラウドコンピューティング※１

ゲームプラットフォームを用いたゲーム
の作成⽅法を学ぶ

4ゲームプラットフォーム※１

ノーコード/ローコードツールの使い⽅を
習得する

4RPA演習※2

デジタルエンジニアリングコース

内 容単位数科目名
クラウドの構築⽅法や操作⽅法を学ぶ4クラウドコンピューティング
ゲームプラットフォームを用いたゲーム
の作成⽅法を学ぶ4ゲームプラットフォーム

簡単なAIの構築を通して機械学習につい
て学ぶ4人工知能

AI・サイエンスコース
※1︓AI・サイエンスコースと同クラス
※2︓デジタルクリエーションコースと同クラス

２ カリキュラム（概要）の作成（11）

⑩カリキュラム表（案）
AI・サイエンスデジタルエンジニアリングデジタルクリエーション

2年1年2年1年2年1年

後期前期後期前期後期前期後期前期後期前期後期前期

444情報数学Ⅰ

コ
ー
ス
共
通
科
目

222情報数学Ⅱ

222情報英語Ⅰ

222情報英語Ⅱ

444情報リテラシーⅠ

444情報リテラシーⅡ

444基礎プログラミングⅠ

444基礎プログラミングⅡ

222県内企業Ⅰ

444ビジネスソフト

222プレゼンテーション

222キャリアデザイン

222アントレプレナーシップⅠ

222アントレプレナーシップⅡ

222県内企業研究Ⅱ

222コンピュータシステム

888インターンシップⅠ

888インターンシップⅡ

888インターンシップⅢ

888課題研究

888卒業制作

4ビジネスソフト応用

コ
ー
ス
別
選
択
科
目

44Webデザイン

2キャリアデザイン

2ビジネス研究

44RPA演習

4映像制作

4ビジネス演習

44Webプログラミング

44モバイルアプリケーション

2データベース

2ネットワーク

44クラウドコンピューティング

44ゲームプラットフォーム

4人工知能

２ カリキュラム（概要）の作成（12）



⑪時間割イメージ・1年前期

⾦木水火⽉

情報英語Ⅰ情報数学Ⅰビジネスソフト基礎プログラミ
ングⅠ情報リテラシーⅠ1限

9:00-10:30

キャリアデザインプレゼンテーションビジネスソフト基礎プログラミ
ングⅠ情報リテラシーⅠ

2限
10:40-
12:10

県内企業研究Ⅰアントレプレナー
シップⅠ情報数学Ⅰ

3限
13:10-
14:40

4限
14:50-
16:20

２ カリキュラム（概要）の作成（13）



（１）各種イベントへの参加
理系新学科の広報活動の⼀環として、「ResorTech沖縄」や「官⺠MEET沖

縄」、「ITフェスタ2025」など、沖縄県や企業、団体が主催する各種イベン
トに積極的に参加いたしました。これらのイベントを通じて、企業や団体、⾼
校⽣の皆様に理系分野への興味・関心を持っていただく取り組みを⾏うととも
に、新しい学科の開設について周知いたしました。

また、イベントへの参加にあたり、理系新学科のコンセプトをまとめたリー
フレットや掲示用パネル、ノベルティなどを作成し、イベント来場者に⽴ち⽌
まっていただけるよう工夫するとともに、話を聞いていただいた⽅の記憶に残
るよう準備をいたしました。

ただし、当該リーフレットやパネルは、提案書ベースの内容を記載し、企業
や団体などの協⼒者を募ることを目的に作成しており、今年度検討する学科、
コース、カリキュラム等の具体案については記載しておりません。

なお、ソーシャルワーク専門学校内に理系学科を開設することは難しいため、
本事業と通して専門学校そのものを新設する⽅向で進めること、および当該学
校名として「デジタルフロンティア専門学校（仮称）」を使用することについ
て学内で許可を取り、各イベントに出展し、広報活動を展開いたしました。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（１）

各イベントには，それぞれ出展の目的をもって参加いたしました。
・ResorTech沖縄

IT企業を中心とする県内外の企業が⼀堂に会するイベントとして、これ
から検討するカリキュラムに対するご意⾒を賜ること、実際に科目担当とし
て授業をお持ちいただくこと、学⽣向け奨学⾦の基⾦にご協⼒いただくこと
など、対面で直接お願いできる貴重な機会と捉え、参加させていただきまし
た。
・官⺠MEET沖縄
このイベントには多くの自治体が出展しているため、学校の新設に際し、

⼟地や建物の誘致について対面で直接ご協⼒をお願いできる機会として位置
づけておりました。また、資⾦集めのための企業版ふるさと納税へのご協⼒
についても、直接ご相談させていただける貴重な機会と捉え、参加させてい
ただきました。
・ITフェスタ2025

⾼校⽣や大学⽣など若年層を対象としたイベントであるため、2027年4
⽉に開校する新しい学校を学⽣に紹介する絶好の機会と捉え、参加させてい
ただきました。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（２）



① ResorTech EXPO in Okinawa（リゾテックエキスポ）
11⽉14日（木）〜15日（⾦）に沖縄アリーナで開催された「ResorTech

EXPO in Okinawa（リゾテックエキスポ）」に「デジタルフロンティア専門
学校（仮称）」として出展いたしました。

「ResorTech EXPO in Okinawa」は、沖縄で開催される1万人規模のIT・
DXの展示会商談会であり、沖縄県の全産業におけるDX推進と、観光地沖縄か
ら国内外へのビジネス創出を促進するイベントとして県内外の企業・団体に広
く知られております。

本イベントには、沖縄県内外のIT企業が多数出展しているため、本事業を
進める上での協⼒者を募ることを目的として、唯⼀の教育機関として出展させ
ていただきました。多くの⽅々のご協⼒をいただきながら、2日間で約800枚
のリーフレットを企業、官公庁、学⽣の皆様に配布し、本事業への協⼒を呼び
かけました。

当日名刺交換をさせていただいた企業・団体の皆様には、イベント終了後に
お礼のメールを送付させていただくとともに、カリキュラムの作成や寄付⾦、
学校誘致などについて改めてご協⼒をお願い申し上げましたところ、複数の企
業様よりご協⼒のご了承をいただくことができました。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（３）

３ 理系新学科設置に係る広報活動（４）

リーフフレット

← ポスター

ノベリティ →



３ 理系新学科設置に係る広報活動（５）

沖縄アリーナ

３ 理系新学科設置に係る広報活動（６）



② 官⺠MEET沖縄
12⽉20日（⾦）に那覇商工会議所で開催された「官⺠MEET沖縄」におい

て、「デジタルフロンティア専門学校（仮称）」として出展し、リーフレット
を県内外の企業や官公庁の皆様に配布するなど、リゾテック沖縄と同様のPR
活動を実施いたしました。

本イベントは、日頃接点の少ない自治体と⺠間事業者が情報交換を⾏い、今
後の地域課題解決に向けた官⺠連携を促進することを目的に、内閣府・地⽅創
⽣SDGs官⺠連携プラットフォームの主催で開催されました。

沖縄県南部⼟木事務所、宜野湾市、糸満市、豊⾒城市、東村、今帰仁村、恩
納村、⻄原町、渡名喜村、⽵富町、与那国町などの多くの自治体が参加予定で
あり、学校誘致の交渉を目的に参加いたしました。また、当会場にて内閣府企
業版ふるさと納税マッチングアドバイザーの鷲⾒様とお会いし、自治体のふる
さと納税制度の設計上限についてご相談させていただきました。

当日名刺交換をさせていただいた企業・団体の皆様には、イベント終了後に
お礼のメールを送付させていただくとともに、カリキュラムの作成や寄付⾦、
学校誘致などについて改めてご協⼒をお願い申し上げましたところ、複数の企
業様よりご協⼒のご了承をいただくことができました。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（７）

３ 理系新学科設置に係る広報活動（８）



③ハイブリッドスタイルITフェスタ2025
1⽉12日（日）〜1⽉13日（⽉・祝）にともかぜ振興会館で開催された「ハ

イブリッドスタイルITフェスタ2025」において、「デジタルフロンティア専
門学校（仮称）」として出展し、リーフレットを県内外の企業や官公庁の皆様
に配布するなど、それまでと同様のPR活動を実施いたしました。

本イベントは、沖縄県内の学校・団体・企業によるIT体験イベントで，⾼
校⽣・大学⽣など幅広い世代の学⽣が学習成果を発表し、企業や団体が製品・
サービス・活動内容を展示していました。

本校は，昨年度まで文科省より受託していた「先端技術利活用実証事業」の
成果物の⼀つの骨格推定に関わる展示をして，開発の目的や福祉の学校でもIT
技術を取り入れた授業を⾏っていることをアピールいたしました。

同イベントには宮崎県から文科省の委託事業を受託している宮崎情報ビジネ
ス専門学校様も来場され，⾼専連携や企業との協働に関して情報交換をさせて
いただきました。

当日名刺交換をさせていただいた企業・団体の皆様には、イベント終了後に
お礼のメールを送付させていただくとともに、カリキュラムの作成や寄付⾦、
学校誘致などについて改めてご協⼒をお願い申し上げましたところ、複数の企
業様よりご協⼒のご了承をいただくことができました。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（９）

３ 理系新学科設置に係る広報活動（10）



ResorTech沖縄 にて名刺交換させていただいた企業・団体様⼀覧

３ 理系新学科設置に係る広報活動（11）

株式会社TREEDigitalStudioCBcloud
株式会社アルクNewQuest株式会社
株式会社イードOTNet株式会社
株式会社ヴィッツ沖縄TOPPANデジタル株式会社
株式会社ウェルビーイングケア沖縄インタラクティブ株式会社
株式会社エーエルジェイグッドニュースファーム合同会社
株式会社オーシーシージョルダン株式会社
株式会社オキジムテクノアルファ株式会社
株式会社オキットデジタル株式会社
株式会社おきなわフィナンシャルグループデロイトトーマツファイナンシャルアドバイ

ザリー合同会社
株式会社グローバルウェイファーストライディングテクノロジー株式会

社
株式会社コマス沖縄セルラー電話株式会社
株式会社システムシェアード楽天グループ株式会社
株式会社スピア株式会社BUG
株式会社セキュアイノベーション株式会社FUNIT.
株式会社ソルパック株式会社okicom
株式会社タップ株式会社TAGラボ

ResorTech沖縄 にて名刺交換させていただいた企業・団体様⼀覧

３ 理系新学科設置に係る広報活動（12）

うるま市株式会社トラベルコネクト
うるま市教育委員会株式会社ニッポンダイナミックシステムズ
沖縄県株式会社ベリサーブ沖縄
沖縄県東京事務所株式会社ペリテック
沖縄市議会議員株式会社ラピラス
東村株式会社レイメイ藤井
豊⾒城市株式会社レキオス
沖縄県⽴名護商工⾼等学校株式会社沖縄銀⾏
学校法人KBC学園インターナショナルリゾートカ
レッジ株式会社沖縄産業振興センター
学校法人KBC学園国際電子ビジネス専門学校株式会社国際システム
学校法人仙台育英学園株式会社東急コミュニティー
学校法人南星学園サイ・テク・カレッジ美浜株式会社保険ビルド
⼀般財団法人沖縄ITイノベーション戦略センター株式会社琉球通運航空
⼀般社団法人沖縄県専修学校各種学校協会三井情報株式会社
⼀般社団法人⽣成AI活用普及協会大同火災ビジネスパートナーズ株式会社
⼀般社団法人琉球経済戦略研究会(日本国際貿易
促進協会沖縄分会)大同火災海上保険株式会社
⼀般社団法人沖縄観光DX推進機構知財コンサルT



官⺠MEET沖縄 ITフェスタ2025
にて名刺交換させていただいた企業・団体様⼀覧

３ 理系新学科設置に係る広報活動（13）

株式会社サン・エージェンシーFROGS
沖縄情報経理専門学校NIJINアカデミー那覇校
学校法人宮崎総合学院学校法人九州総合学院株式会社TORAT
株式会社LeftFootGames株式会社インターネットイニシアティブ
株式会社あしびっとワークス株式会社ウィットワン沖縄
株式会社ウェブサイト株式会社サン・パティー
株式会社ケイオーパートナーズ株式会社タイミー
株式会社モノつく株式会社官⺠連携事業研究所
宮崎情報ビジネス専門学校株式会社大成ホーム
公益財団法人沖縄県産業振興公社株式会社⻑大

離島未来ラボ
那覇商工会議所
恩納村SDGs推進事務局
豊⾒城市

④ まとめ
事業がスタートした9⽉末から、各種イベントへの参加準備を急ピッチで進

めてまいりました。準備期間が短かったものの、体裁は整い、企業や自治体、
⾼校⽣へのPR活動は順調に進⾏いたしました。

しかしながら、学校の中⾝やカリキュラム、授業内容、輩出する人材など、
いわゆる3つのポリシーを明確に示すことができなかったため、計画には興味
を持っていただき、期待のお言葉も頂戴しましたが、具体的な協⼒内容に関し
ては話が進まない状況が続いております。

本来であれば、学校の設置場所、対象とする学⽣の学⼒レベル、卒業後に
備わるスキル分野や人物像、インターンシップや採用における学⽣受け入れな
どの協⼒依頼について、ある程度具体的な内容を詰めた上でイベントに参加し、
ご協⼒をお願いするべきでした。しかし今回は、その順序が逆になってしまっ
たため、沖縄県情報産業協会様からの⼗分なご協⼒も得ることができなかった
と考えております。

次年度に向けて、今からできることを⼀つひとつクリアし、今回構築した
ネットワークを活用して、関係企業や団体の皆様に具体的な協⼒事項をお示し
できるよう、準備を進めてまいる所存です。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（14）



（２）県内⾼校等への出前授業の実施
令和6年度における理系新学科の開校準備の⼀環として、沖縄県⽴陽明⾼等

学校で出前授業を実施いたしました。この授業を通じて、⾼校⽣の皆様に理系
学科への興味を持っていただくことを目的としております。また、同イベント
においては、⾼校⽣や教員の皆様に広く周知活動を⾏い、次年度以降の募集活
動に繋がるよう努めました。

授業は本校特任教員の正木先⽣が担当し、数名のスタッフが授業をサポート
する体制で実施いたしました。

授業の詳細は以下の通りです。

対象科目︓1年次「産業社会と人間」45分〜50分授業2コマ
授業内容︓

・ITって⼀体なに
・ITを仕事にすることとは
・これから何を学べば良いのか

３ 理系新学科設置に係る広報活動（15）

2⽉18日（火）11:05-11:50，12:00ｰ12:45（1年６組 35名）
① 講義

ITが様々な分野で活用され、現代の⽣活に深く根付いていることを理解
することをテーマに実施いたしました。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（16）



３ 理系新学科設置に係る広報活動（17）

３ 理系新学科設置に係る広報活動（18）



（１）
。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（19）

本出前授業では、理系に興味を持っていただくことを目的に、スライドに
あるようなITについての理解やITを使ったサービス、製品についての調べ
学習などを中心に実施いたしました。今回参加した陽明⾼校の⽣徒の多く
がITに興味がなく、将来もITに関する仕事には就かないと考えていたため、
まずは⽣徒たちが普段使っているスマホやゲームなどもIT技術が駆使され
ており、IT技術を利用する側であることを理解してもらうように努めまし
た。どちらかというと、業界研究的な要素が濃くなった印象もありますが、
製品やサービスからそれらに関わる企業の順に調べてもらい、多くの企業
が⼀つの製品やサービスに関わっていることを知っていただきました。

具体例として、Google検索を⾏う際には、沖縄の場合、糸満市の基地局
から海底ケーブルを通じて本⼟〜ハワイ〜アメリカ本⼟までデータが送ら
れ、逆ルートで結果が返される仕組みになっています。この過程では
iPhoneを製造するApple社だけでなく、携帯電話を契約するキャリアや海
底ケーブル等の管理会社など、さまざまな企業が関わることで検索が成り
⽴っていることなどを説明した上で、沖縄県にもこうしたサービスや製品
を提供する会社があることを知っていただくため、IT技術を5分野に分け、
それぞれの分野に属する企業を調べていただきました。こうした取り組み
により、少しでも沖縄県のIT企業を知っていただく機会とし、今後の連携
先や就職先の企業を認知していただくことを期待しております。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（20）



2⽉18日の講義

３ 理系新学科設置に係る広報活動（21）

② グループワーク１
。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（22）



③ グループワーク２
。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（23）

2⽉19日（水）11:15-12:05，12:15ｰ13:05（1年４組 28名）

３ 理系新学科設置に係る広報活動（24）



④ 出前授業のアンケート結果
出前授業の⽣徒アンケート結果は、以下のピボットチャートをご覧ください。

2日間の受講者（60名）の回答を集計した結果、「今回の授業を友人や家族に
勧める可能性」の平均は平均は6.1、「今日紹介した新しい理系の学科を友人
や家族に勧める可能性」の平均は5.87となりました。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（25）

0 1 2 3 4 5 6 7

集計

平均 / 今回の授業を友人や家族に勧める可能性はどのくらいありますか︖

平均 / 今日紹介した新しい理系の学科を友人や家族に勧める可能性はどのくらい

ありますか?

⑤ まとめ
⽣徒を対象としたアンケートの結果、出前授業の内容および新設学科に対

する期待度は10段階評価で平均6となり、期待していた7には達しませんで
した。要因として考えられるのは、今回の受講対象となった⽣徒の多くが
ITに対する興味や関心を持っておらず、将来IT関連の職業に就きたいと考
えている⽣徒がほとんどいなかったことが挙げられます。しかしながら、
記述式の自由記載欄には「これからもIT企業について調べてみようと思
う」や「これからはITの授業を積極的に受けてみたい」といった前向きな
感想も⾒受けられ、出前授業には⼀定の効果があったと考えられます。

⼀⽅、教諭からの評価は対象2名ですが、「新設予定の理系学科を進路先
として⽣徒に推薦する可能性」の平均値は7.5となりました。いずれの教諭
も企業との連携による就職へのつながりや、企業と共同で作るカリキュラ
ムの構成に関心があるとの回答をいただきました。

以上の点を踏まえ、今後、学⽣募集などの広報活動を⾏う際、ITに関心の
ない⽣徒にどのようなアプローチを⾏い、受験につなげていくかが課題と
して浮上しました。併せて、カリキュラムを具体化し、⽣徒や教諭に⾒て
いただくための資料を用意することの重要性も感じました。次年度はこう
した課題について検討を進めるとともに、工業系の⾼校で出前授業を実施
し、さらに⽣徒や教諭の反応を分析していきたいと考えております。

３ 理系新学科設置に係る広報活動（26）





第３章 令和６年度 取組み内容詳細／打ち合わせ等記録

１ 各種打合せ記録
（１）学校評価委員会
（２）カリキュラム編成委員会
（３）その他会議・打ち合わせ記録
（４）個別ヒヤリング・合同会議・セミナー記録

２ 出張記録



１ 各種打合せ記録（１）
（１）学校評価委員会

令和6年度は事業期間の関係上、カリキュラムの評価には⾄りませんでした。
そこで、令和7年1⽉15日（水）に委員の⽅々や協⼒企業の皆様にご参加いただ
き、意⾒交換会を開催いたしました。これをもとに、カリキュラムの策定に向
けた準備を開始いたしました。

（２）カリキュラム編成委員会
令和6年度におきましては、上記の意⾒交換会およびその後に実施いたしま

したアンケートの分析結果を踏まえたたき台作成を目的とし、2⽉6日（木）に
仮の委員会を開催し、調査結果の報告と意⾒のすり合わせを⾏いました。これ
らの結果を受け、カリキュラムの概要を作成し、正式な委員会にて検討を⾏う
とともに、協⼒企業に対し概要版のカリキュラム案を提示し、5⽉の連休前を
目途にご意⾒をいただく予定でございます。

なお、事業期間外ではございますが、カリキュラム（概要）の検討を目的と
して、委員会の招集を⾏う予定です。
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意⾒交換会（仮）記録
L-2『令和６年度「地⽅やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業」』

『地元企業がつくる地域のための理系学科新設事業』
事業名

IT学科設⽴における企業との意⾒交換会議名

令和７年１⽉15日（水）開催日時

学校法人大庭学園 沖縄福祉保育専門学校、Teamsオンライン場所

参加企業（オンライン）
AKKODiSコンサルティング株式会社 玉川様、OTNet株式会社 又吉様、うるま市 津波様
沖縄県 富田様、沖縄県東京事務所 伊藤様、株式会社ニッポンダイナミックシステムズ 浅利様
大同火災海上保険株式会社 ⾚嶺様（オンライン）

参加企業（対面）
FRT株式会社 泉様・⾼原様、沖縄県情報産業協会 渡真利様、株式会社OCC 松村様・萩原様
株式会社国建システム 伊波様、株式会社国際システム 仲村様、学研エデュケーショナル 中⾥様・吉本

様
豊⾒城市 ⾦城様・喜納様・上原様

大庭学園 沖縄⼥子短期大学 株式会社ホウオン
正木、江川 新垣、比嘉 砂川

NTTデータMHIシステムズ
渡辺、堀⼝、諸岡、岡田、⾼⾒、井上（オンライン）

合計︓29名

出席者

【目的】
IT学科設⽴における企業との意⾒交換のため

【内容】
・事業概要説明（できるだけ⾼度な技術を持った人材を輩出し、沖縄県で活躍してもらうのが目的/沖縄県の企業様に講師

として
参加してもらい、そのまま採用というルート作りを希望 など）

・調査結果説明
・ディスカッション

沖縄県内の企業が求めるIT人物像と沖縄県内の学校で育成するIT人材にミスマッチが⽣じている可能性がある
→どういった人材を育成していくかを決めたほうが良い など

【配布資料】無し
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カリキュラム編成委員会（仮）記録
L-1『令和６年度「地⽅やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業」』

『地元企業がつくる地域のための理系学科新設事業』
事業名

カリキュラム編成委員会提出に向けた打合せ会議名
令和７年２⽉６日（木）10:00〜11:30開催日時
学校法人大庭学園 沖縄福祉保育専門学校、Teamsオンライン場所

大庭学園
理系新学科設置準備室 特任教員 正木
理系新学科設置準備室 プロジェクトリーダー 江川

パートナー
NTTデータMHIシステムズ 堀⼝、岡田、安田 諸岡、⾼⾒（オンライン）

合計︓７名

出席者

【目的】
アンケート結果・カリキュラムについて、ディスカッションを⾏う。

【内容】
・企業アンケート結果に対するディスカッション

セキュリティが多い印象。データサイエンスやプロンプトエンジニアの定義は︖
項目の定義が曖昧なので追加アンケートを⾏う際は企業名を含め明確にさせる。
資格以外で実践⼒を証明→卒業発表をコンテストとして公開するのはどうか。

・現段階でのカリキュラムに対するディスカッション
YIC訪問の結果をもとにアントレプレナーシップ（専門学校がまだ取り組んでいない）、通信制学科の提案。

・設置学科の在学年数について
3年制も視野に入れ検討する。

【配布資料】無し





１ 各種打合せ記録（２）
（３）その他会議・打ち合わせ記録
【新学科設置準備打ち合わせ】
・8⽉5日（⽉）15:00-17:00 事業計画書についての説明，確認

委員会メンバーについての調整
各種イベントへの参加について

・8⽉23日（⾦）15:30-17:30 リゾテックへの参加について
・10⽉1日（火）15:00-17:30 リーフレット・ノベルティ等制作について
・10⽉8日（火）10:00-17:30 ニーズ調査，ターゲットについて
・11⽉11日（⽉）9:00-14:00 リゾテック出展内容調整

・12⽉2日（⽉）10:00-11:00 議事メモ参照
・12⽉23日（⽉）13:30-15:00 議事メモ参照
・12⽉23日（⽉）15:00-17:00 議事メモ参照
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各種打合せ記録①
L-1『令和６年度「地⽅やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業」』

『地元企業がつくる地域のための理系学科新設事業』
事業名

進捗報告会議名
令和6年12⽉2日（⽉）10:00〜11:00開催日時
学校法人大庭学園 沖縄福祉保育専門学校、Teamsオンライン場所
大庭学園

理系新学科設置準備室 プロジェクトリーダー 江川

パートナー
NTTデータMHIシステムズ 堀⼝、⾜⽴
NTTデータMHIシステムズ（オンライン） 渡辺、諸岡、⾼⾒、安田

合計︓７名

出席者

【目的】
・市場調査の進捗報告
・今後の⽅針についての話し合い

【内容】
・学校調査の状況説明
・企業調査の状況説明
・調査結果に対するディスカッション（調査追加事項等）

【配布資料】無し
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各種打合せ記録②
L-1『令和６年度「地⽅やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業」』

『地元企業がつくる地域のための理系学科新設事業』
事業名

進捗報告会議名
令和6年12⽉23日（⽉）13:30〜15:00開催日時
Teamsオンライン場所
大庭学園

理系新学科設置準備室 プロジェクトリーダー 江川

パートナー
NTTデータMHIシステムズ 堀⼝、諸岡、岡田、⾼⾒、安田

合計︓８名

出席者

【目的】
・市場調査の進捗報告
・今後の⽅針についての話し合い

【内容】
・学校調査の状況説明

（学科、カリキュラム、習得資格、就職先、人材タイプ、全国・沖縄の統計調査、IT系の資格調査）
・企業調査の状況説明

（IT企業について、IT人材と教育について、離職率・IT企業の課題）
・ディスカッション

（調査内容から更に必要と思われる事項）

【配布資料】無し
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各種打合せ記録③
L-1『令和６年度「地⽅やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業」』

『地元企業がつくる地域のための理系学科新設事業』
事業名

進捗報告 レビュー会議名
令和6年12⽉23日（⽉）15:00〜17:00開催日時
Teamsオンライン場所

大庭学園
理系新学科設置準備室 特任教員 正木様
理系新学科設置準備室 プロジェクトリーダー 江川

パートナー
NTTデータMHIシステムズ 諸岡、岡田、⾼⾒、安田

合計︓６名

出席者

【目的】
・市場調査の進捗報告
・今後の⽅針についての話し合い

【内容】
・学校調査の状況説明
・企業調査の状況説明
・調査結果に対するディスカッション（企業の採用ニーズと学校調査での職種がマッチしていない）
・追加調査（就職状況/資格取得者数（取得学⽣の割合）/企業の採用ニーズと学校調査での職種のすり合わせ）

【配布資料】無し



１ 各種打合せ記録（３）
（４）個別ヒヤリング・合同会議・セミナー記録

【個別ヒヤリング記録】
・10⽉11日（⾦）13:00-14:00

【合同会議・セミナー】
・12⽉12日（木）15:00-16:30 合同会議（江川）
・1⽉31日（⾦）13:10-13:40 登壇・事業報告（正木，江川）











２ 出張記録（１）

L-1『令和６年度「地⽅やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業」』
『地元企業がつくる地域のための理系学科新設事業』

事業名

情報交換 ヒヤリング会議名
令和７年１⽉９日（木）15:00〜16:00開催日時
学校法人 YIC学院 YIC情報ビジネス専門学校場所
YIC情報ビジネス専門学校

教務係⻑ 情報ビジネス科学科⻑ ⾚木様
メディアデザイン科 学科⻑ 辻村様

富士フイルム ビジネスイノベーションジャパン株式会社
中岡様

大庭学園
理系新学科設置準備室 プロジェクトリーダー 江川

パートナー
NTTデータMHIシステムズ 堀⼝、諸岡、⾼⾒、安田

合計︓８名

出席者

【目的】
情報系の新学科新設と専門学校開校という点で、大庭学園様との共有点がある
YIC情報ビジネス専門学校様への情報共有依頼

【内容】
・事業内容説明（取り組みと現状）
・情報共有依頼

【配布資料】無し

２ 出張記録（２）
L-2『令和６年度「地⽅やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業」』

『地元企業がつくる地域のための理系学科新設事業』
事業名

情報交換 ヒヤリング会議名
令和７年１⽉10日（⾦）開催日時
学校法人 安田学園 安田⼥子大学場所
安田⼥子大学

企画部 企画推進課 主務 東様

大庭学園
理系新学科設置準備室 プロジェクトリーダー 江川

パートナー
NTTデータMHIシステムズ 堀⼝、安田

合計︓４名

出席者

【目的】
情報系の新学科設⽴と専門学校開校、学⽣の県外流出への課題の2点で、
大庭学園様との共通点がある安田⼥子大学様への情報共有依頼。

【内容】
・事業内容説明（取り組みと現状）
・ヒヤリング（安田⼥子大学様 新学科設⽴に関する取り組み）

情報系の教員を核にカリキュラムを作成。企業との連携も教育者が⾏っている。
学⽣の県外流出に対する課題はまだ残っている
中学⽣へのアプローチ（⾼校からでは遅い）、文系の教科でも受験可能（⽣徒数を増やす）
情報系の学科が増えていることもありスキルのある教員を集めることが難しかった。

・情報共有依頼

【配布資料】無し
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第４章 令和６年度のまとめと次年度への取組み

１ 令和６年度のまとめ

２ 次年度への取組み



１ 令和６年度のまとめ（１）
今年度は、全体的に「こなした」という印象が強く残る結果となりました。

同時に、新しい学科を設⽴することの難しさを痛感いたしました。沖縄県には
IT系の専門学校が多数存在しており、後発の学校としてどのような取り組みを
すべきか検討した結果、地元企業がサポートする理系新学科というコンセプト
が⽣まれました。しかしながら、企業との連携を具体的にどのように進めてい
くかについて⼗分な議論を経ないままスタートしたため、冒頭で述べたように、
暗礁に乗り上げた印象を否めません。

私たちは、まず協⼒関係を築き、その後に具体的な内容を詰めていく考え
でしたが、企業側からすれば「何を求めているのか分からないと協⼒できな
い」と感じるのは当然のことです。この点が⼀種の落とし⽳となってしまった
と言えます。しかし、その中でも新たな気づきを企業様から多くいただき、そ
れらを参考に次のステップに向けて準備を進めてまいりました。今年度は、い
わば風呂敷を広げる年であったため、次年度からは少しずつ風呂敷を畳み、よ
り具体的かつ現実的な計画に絞っていく必要があります。

特にカリキュラムに関連して、科目の設置や担当講師について企業との連
携がどこまで可能なのか、可能であればその範囲や報酬の設定、教育コンテン
ツの提供の現実性、またそれが可能であればライセンスの処理など、例を挙げ
ればきりがありません。これらの点について、しっかりと議論を重ね、具体的
な連携⽅法を⾒出してまいりたいと考えております。

１ 令和６年度のまとめ（２）
他⽅、新学科をどこに設置するかという点については、学内的にまだ解決

されていない課題が残っています。沖縄福祉保育専門学校やソーシャルワーク
専門学校に、福祉学科と並んで理系の学科を新設することは、受験⽣や⾼校関
係者にとって分かりにくくなる可能性があるため、現段階では新学科の設置＝
新しい学校の設⽴という⽅向で検討を進めています。費用面も含めて、どこに
どの程度の規模で設置するのか、その際にふるさと納税などで自治体の協⼒を
得られるかといった課題も解決しなければなりません。

これらの検討課題を具体化することで、企業や自治体の協⼒を得やすくな
ると考えられるため、本報告書の作成後、すぐに次年度に向けた取り組みに着
手し、目標とする2027年4⽉の開校に向けた準備を開始する必要があると考え
ています。

なお、人⼝が減少している都道府県は他にも多くあり、人⼝減少に伴う人
材不⾜の課題を抱えている企業や自治体も少なくありません。実際に、ITフェ
スタでお会いした宮崎県の専門学校でも、企業や自治体と連携することを念頭
に事業を進めており、今後このような流れが増えることが予想されます。また、
そのような企業では、大学卒業や短期大学卒業のようなジェネラリストではな
く、スペシャリストの人材を求める傾向が強まると考えられます。

今後、専門学校がこのような⽅向に向かうことが予想されるため、本校の
取り組みが、人⼝減少という課題を抱える他の都道府県のモデルとなるよう、
しっかりと取り組んでまいります。



２ 次年度への取組み（１）
次年度は専修学校設置認可申請を⾏うことを目指し、以下の項目を実施いた

します。

（1）学校設置場所の選定
（2）開校のための資⾦の確保
（3）カリキュラムの策定

カリキュラムを策定するために、カリキュラム検討委員会を開催します。
カリキュラム検討委員会は⼀般社団法人沖縄県情報産業協会の協⼒の下、
沖縄県内を主とする県内外の協⼒企業から委員を選出した委員会として、
オンラインまたはオフラインで⼀ヶ⽉に⼀回以上の頻度で開催し、カリ
キュラムを具体化する作業を⾏い、2025年中にカリキュラムの完成を目指
します。

（４）校⻑予定者の選定
IT系の専門学校として校⻑にふさわしい教育に対する⾒識と実績をそなえ
た校⻑予定者を選定します。

（５）教員の確保
実践的な技術と教育実績を持つ専任教員を専修学校設置基準に則り確保い
たします。

２ 次年度への取組み（２）
（６）周知活動

新設しようとする学校の特徴をIT産業のみならず沖縄県全体に周知する活
動を⾏います。
具体的には2024年度に実施したResorTech EXPO in OkinawaやITフェスタだけ
では無く、沖縄の産業まつり等の広く周知できる場に積極的に参加を予定
します。

（７）学⽣確保の活動
2024年度は沖縄県⽴陽明⾼等学校で出前事業を実施しましたが、さらに多
くの学校で出前授業等を実施することにより、⾼校⽣に周知する活動を⾏
います。
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